
 
あなたの会社の 

五年後の安全管理 
は万全ですか？ 

 
（今から始める安全衛生管理担当者（後継者）育成） 
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・ 災害に対する企業の責任 

・ 総括、統括安全衛生管理 

・ 日々の安全衛生管理 

・ 安全衛生担当者（後継者）育成プログラム 

 

 

平成１６年２月 

      全国造船安全衛生対策推進本部 

     安全衛生担当者（後継者）育成検討会 



1. 今、なぜ、担当者（後継者）育成か 
最近の造船業を取り巻く環境は、事業の再構築・再編により人員の削減が実施され、

その傾向はますます強まるものと考えられることから、技術・技能の伝承が叫ばれ既に

一部において実施されています。 
安全衛生分野においては、熟練担当者の高齢 

化・退職等により、昭和 47 年労働安全衛生法 
施行・昭和 58 年全船安結成当時からの蓄積し 
た専門知識を持つ社員が減少しはじめており、 
個々の企業はもとより、業界全体の安全衛生の 
確保・災害減少の目標達成に支障を来たす事が 
懸念されています。 
そこで、担当者（後継者）育成は「個々の企業の問題であり、第三者が云々する問題

ではない」ことを十分認識しつつも、担当者（後継者）不足により業界の安全衛生管理

体制が弱体化することがないよう、「担当者（後継者）育成問題は危機管理の一環」と

捉えて頂き改めて警鐘を鳴らすとともに、全船安は安全衛生担当者として必要な知識等

を「安全衛生担当者（後継者）育成プログラム」にまとめて支援を行います。 
 

2. 災害に対する企業の責任 
(1) 四重責任 

労働災害は、被災者並びにご家族へ多大な負担を強いることになる事の他、現在にお

いては企業の四重責任、特に社会的責任と民事責任において大きな責任を負う結果と 

なっています。 
左に掲げる、平成 11 年９月の 

「ＪＣＯ東海事業所における臨 
界事故」は、地域住民はもちろ 
ん政府・地方自治体・国民や産 
業界をも震撼させたものであり 
ました。我々はこのような事故 
を通して安全対策・危機管理の 
重要性を痛感させられました。 

このような事故を他山の石と 
て今一度、災害・事故を起こし 

た結果の「刑事責任（刑罰）」「民事責任（損害賠償）」「行政責任（指名停止）」「社会

的責任（地域・マスメディア）」の重さと、企業としての安全を確保・遂行する責任の

重さを認識する必要があります。 
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ＪＣＯ東海事業所で臨界事故発生！！ 
転換試験棟でウランが臨界状態となり、666 人が被爆

し内作業員２人が死亡した。（平成 11 年 9 月 30 日） 



 (2) 費用負担 
   造船業の労災保険料は 22/1000 で、機械器具や輸送用機械器具に比べ 10 ポイント以

上高額の保険料を支払っています。当然労働災害の多発が保険料率に繋がっているた

めであります。 
   また、労働災害の対策に要する費用は、企業の利益からの支出であり、最悪死亡災

害１件につき、数千万円から数億円もの単年度の損失になります。更に社会的責任に

伴う損失は計り知れないものとなります。 
 

3. 総括・統括安全衛生管理 
企業は、企業に働く者を安全に働かせる義務を負います。（総括安全衛生管理） 

この他、造船業ではその構内に多数の下請企業が作業しており、元請企業は下請企業を

含めた安全衛生活動を展開する義務も負います。（統括安全衛生管理） 
特に、統括安全衛生管理は、元請企業の統括安全衛生管理体制の整備にあわせて、下

請企業との間において意志疎通、協議、災害防止活動の共同推進を図らなければななり

ません。結果、下請企業の災害は元請企業の災害と言っても過言ではありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

4. 日々の安全衛生管理 
安全衛生管理は、年間安全衛生管理計画策定に始まり、計画的な設備改善、教育、安

全点検、各種協議会、官庁届け等多種多様の業務から成り立ちます。 
事業主はこれらの業務を、日々計画・実行して災害の防止に努めなければなりませ

ん。しかし、多忙な事業主がこれらの業務を行うことは現実的には困難であります。 
そこで、日々の業務を遂行する担当者が必要です。安全衛生担当者は先に述べた事業

主が負う責任を確実に実行し、企業を四重責任から守る要となる人です。 
安全衛生管理においては、災害の被害者は人であり、企業が存続する限り日々の安全

衛生管理は永遠のテーマの一つであります。 
 

 

 



5. 安全衛生担当者（後継者）育成プログラム   
安全衛生担当者（後継者）が安全衛生管理を実践する為には、関係法令の理解や関係

官庁対応、更には日常の安全管理や災害への対応等がありますが、これらの習得には相

応の期間がかかります。 
そこで、これらの業務をそれぞれの項目ごとに分かり易く整理し、現物をサンプル化

した事例やマニュアルを織り込んだ他、関連する機関が持つﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞをリンクさせたプ

ログラムを作成しました。 
 

＜安全衛生担当者（後継者）育成プログラム＞ 
項  目 収 録 内 容   備 考 

安全衛生関連法令 ・法体系の整理と考えを収録。 厚生労働省ﾎｰ

ﾑﾍﾟｰｼﾞにﾘﾝｸ 
安全衛生管理計画 ・管理計画のサンプルを収録。  

日々の安全衛生活動ｻｲｸﾙ 
 

・始業から終業までの事例を収録。 
（安全点検のポイントも収録） 

安全点検ｼｽﾃﾑ 
活用事例収録 

労災保険の申告と給付 ・処理要領を収録。  

災害発生時対応 ・対応事例等を収録。  

安全衛生教育 ・造船３団体保有の資料名を収録。  

関係団体・機関 
 

・安全衛生関連の団体・機関を収録。 厚生労働省・

中災防等ﾎｰﾑ

ﾍﾟｰｼﾞにﾘﾝｸ 
 

＜ 最後に ＞ 
全船安の設立は、造船所における大型労働災害が頻発したこと等から労災保険収支率

悪化が重大問題とりました。このため、造船業界の安全衛生管理水準の向上と労災保険

収支率改善のため造船３団体により設立され現在に至っています。 
今後造船業界がどのように変化していこうとも、そこに働く者の安全衛生を確保する

ことは普遍であります。また、限りある企業の資源を効率的かつ有効に活用し、明日の

安全衛生を担う者の育成も普遍であります。 
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